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体育における学習評価に関する一考察
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Ⅰ.緒　　言

体育科教育において, ｢評価｣と｢指導｣の相補性に関する認識は,少なくとも理念の上では大

方の理解を得てきたと考えられる｡しかしながら, ｢学習指導｣に関わる活発な議論や実証的研究

とは裏腹に,これまで｢学習評価注1)｣に関するそれは低調であった｡内海は｢教育評価議論のタ

ブーが,未だ存在していると言わざるを得ない(1995, p.14)｣と指摘する｡

しかしここ数年,体育に限らず,あらゆる教科で学習評価に関する学校現場での関心は高まって

いる｡事実, ｢評価｣を主題に掲げた教員研修会等が数多く開催されているし,評価の,主に技術

(ノウハウ)に焦点を定めた文献の出版が続いている｡今回の｢学習評価｣の論議は,戦後の｢相

対評価｣対｢絶対評価｣の議論と双壁を成すほどの高まりを見せている,という見方もできなくは

ないが, ｢相対評価｣の議論の時とは様相が異なる｡ 1989年の小学校学習指導要領(学習指導のス

タンダード)の改訂に続く1991年の指導要録(学習評価のスタンダード)の改訂後, ｢新しい学力

観｣なる用語が定着し,これを受けた評価の在り方についての関心が,法的拘束力を持つ指導要録

への記載という現実的なレベルでの必要によって喚起されるという図式を見ることができる｡また,

学力観が評価法を規定するという通常の流れに抗して,評価観が,逆に学力の内容を定立するとい

う様相を呈しているところに特徴があり,かかる議論の創始が現場サイドというよりも,国レベル

の教育体制にあるとする見解が示されている｡

｢新しい学力観｣に相応する評価の枠組みは,知識や技能偏重のこれまでの評価観に代って, 1)

関心･意欲･態度, 2)思考･判断, 3)技能, 4)知識･理解を大枠とし,しかもそれらの優先

順位をも規定している｡つまり, 3)技能, 4)知識･理解などの比較的｢見えやすい｣学力より
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も, 1)関心･意欲･態度, 2)思考･判断などの｢見えにくい｣学力をより重要な内容として位

置づけているのである｡体育科教育において, ｢技能｣は学習者の運動行動を教師が観察したり,

客観的なテストを実施することによって,また,知識･理解(小学校の体育ではこの項目が除かれ

ている)についても工夫されたテスト等によって一定程度把握することができた｡しかし関心･意

欲･態度や思考･判断についてはそれほど容易ではないという認識がある｡

ところで,体育においては他の教科と異なり｢態度｣を教科目標･内容として古くから位置づけ

てきたという経緯がある｡それは概ね次のような理由によるものであろう｡体育の教科としての存

在理由として, ｢子どもの発達｣という｢運動の主体｣の側に焦点を当てる場合と, ｢文化としての

運動やスポーツ｣という｢社会的事象｣の側に焦点を当てる場合があり,両者の立場はしばしば鋭

く対立し,また,それらの｢総合性｣に立った現実的な教科論も主張されてきた｡いずれにせよ

｢態度｣は必要不可欠な目標･内容として位置づけられたのである｡すなわち,前者においては体

育における態度の在り方やそれに関わる学習が子どもの｢社会的発達｣に貢献するものとして理解

されてきたし,後者においては,体育学習の主要な対象となる｢運動文化｣の構成要因として｢運

動技術｣や｢ルール｣と並んで, ｢マナー(行動のしかた)｣が明示的に押さえられてきた｡従って,

態度はいずれの立場をとるにせよ,評価対象の計測(測定)可能性を厳しく問わない限りは,指導

と評価の対象として常に視野に入れられてきたのである｡にも拘らず,体育においても戸惑いは隠

せない｡それは｢態度｣が体育における伝統的な目標･内容であるとしても,それは協調･公正･

安全など,どちらかといえば個々の運動固有の構成要因というよりも,運動全般に亘る｢一般的態

度｣としての理解が普通であったこと,また,それは｢新学力観｣が示す, ｢関心･意欲･態度｣

の一部を構成するに過ぎないことに主要な理由がある｡さらに,これまでは｢運動技能｣に評価の

主軸を置き, ｢態度｣は副次的な位置づけが成されることが(少なくとも現場レベルでは)多かっ

たのに対して,それが評価の第一項目に位置づけられると,改めて特別の対応をしなければならな

いという意識が高まったことにもその理由がある｡こうした状況において,先に指摘した研修会の

興隆やノウハウ的な文献の普及という事態が生まれたものと考えられる｡

体育において難しい問題はこれに止まらない｡思考･判断が評価の第二項目に位置づけられたが,

体育の授業においてどれだけ思考･判断の機会が保障されているのかという問題がそれである｡こ

こに,体育や芸術系教科の課題がある｡宇土は,学習評価の最低限のレベルとして｢学習内容の習

得状況をとらえる(1981, p.47)｣ことの重要性を指摘している｡仮に,体育の授業で｢思考や判

断｣の必要な学習活動やそれに関わる指導が成されていなければ,それを評価の対象とするという

のは奇異である｡逆説的になるが,評価対象とするからには,それを成立させる内容が意図的に設

定されていなければならない｡かかる問題については, 1)｢課題解決型｣の学習を組織すること, 2)

ボール運動や球技において,たとえば｢戦術｣等の学習上の財を内容として位置づけること, 3)

器械運動･陸上運動(競技) ･水泳等の個人的スポーツにおいて,技術認識に関わる学習が意図さ

れること,等々が必要であると考えられるが,これらの点についての検討は他日を期したい｡また,
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指導要録が示す評価の枠組み自体に関する問題性についての論議も別稿に委ねることとする｡

今回の状況において,もう一つ注目しなければならないことがある｡それは学習者の｢自己評価｣

への関心が急速に高まったことである｡それは既に述べたことと関連している｡すなわち,関心･

意欲･態度や思考･判断という,教師からは｢見えにくい｣学力を評価の対象にしようとすれば,

いきおい学習者の内省に頼らざるを得ないという判断がある｡これを具体化するものが｢学習者の

自己評価(以下,単に『自己評価』と表記されたものは学習者の自己評価を意味する)｣に他なら

ないという理解の仕方である｡

ここで学習評価の基本的意義や機能について若干論及しておきたい｡学習評価の最も重要な機能

は｢学習者の自己理解を助ける(宇土1981, p.9)｣ことにある｡とするならば,自己評価は教

師による評価の補助的な手段としてあるのではなく,それ自体目的的な機能をもつものとして位置

づけられる必要がある｡指導要録や通知表-の記載(以下,これらに関わる評価活動を｢評定｣と

する)という二次的な目的に関わる必要から｢自己評価｣の意義を解釈するのは問題である｡通常

行われる質問紙調査や心理テストの形式を踏襲した複数の評価項目に尺度構成を与えた自己評価法

(学習カードや学習ノートの形態をとることが多い)による評価データは,それが回答者たる学習

者によって｢評定｣に反映されると認識された時点で,信頼性や妥当性を著しく低下させることに

なる｡自己評価は,あくまで学習者自身による自己理解や自己認識を昂進させる意図的な｢学習活

動｣の一環として組織される必要がある｡しかしこのことは,教師が学習者個々人の学習状況を判

断する手がかりとして｢自己評価｣による情報が役立たないことを言っているのではない｡また,

学習評価には,教師が自らの授業(指導活動)の成否や有効性を理解するためのフィードバック情

報としての重要な意義がある｡自己評価活動についてはその文脈においても理解される必要があろ

う｡

自己評価の本質的な機能が,その副次的機能の有する利便性から曲解されるのは生産的ではない｡

本稿では,体育の授業における学習者による自己評価活動に焦点を当て,それが学習評価として有

する機能を再検討することを目的に,若干の事例的研究の成果を題材としながら考察する｡従って,

自己評価および学習評価の全体像を整理するというよりも,自己評価活動の評価論的可能性につい

て論及することに主眼が置かれる｡

Ⅱ.自己評価の対象

体育では｢何を評価するのか｣,すなわち学習評価の対象についての議論がこれまで論理実証的

な立場から充分に成されているとは言い難い｡それは教科の目標論や内容論と離れて,評価につい

て単独で議論することが困難であることに根源的な理由があるものと考えられる｡目標論やそれを

受けた内容論は多様で,その共通理解を得ないことが評価論の本格的な検討を抑止してきたという

見方もできる｡また,現場レベルでは目標･内容を暗暗裡に認め,意識するしないに関わらず問題

の焦点を方法論(特に授業の方法論)に絞らざるを得ないという現実が背景にあるという理解のさ
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れ方もある｡ここではまず,評価対象論の前提となる体育の目標論･内容論にひとまず座標軸を置

き換え,検討を進めることとする｡

｢身体の教育｣, ｢身体を通した教育｣, ｢運動による教育｣, ｢運動の教育｣ --｡教科としての体

育の存在理由を問う｢体育の目的論｣や,体育の目指す方向性(場合によってはそれに加えて到達

規準)を示す｢体育の目標｣に関わる議論は,それぞれの主張が,一方で,体育(教育)の置かれ

た社会や時代背景を伴いながら,他方で実践的研究の成果を取り込みながら多様に展開されてきた｡

それらの概要は,学習指導要領注2)や民間教育研究団体のプロダクトから看取することができよう｡

内海(1995, pp.88-90)は目的･目標の領域について, 1)運動文化領域, 2)運動技術領

域, 3)認識形成領域, 4)身体形成領域, 5)社会行動領域, 6)情意形成領域, 7)美的表現

領域に項目化できるとしている｡また, 1)運動技術学習, 2)社会性学習, 3)認知一反射学

習, 4)情意学習(Crum, 1992), 1)神経運動領域, 2)認知領域, 3)情意領域(Ba汀OW&

Brown, 1988)などの学習内容や目標領域の構成論にも論及している｡また,武隈(1996a)は体

育の内容について, 1)技術的側面, 2)認識的側面, 3)関係的側面(関わる･伝える･つくる)

で捉えられる｢楽しみ方･学び方｣を, ｢楽しさ･喜び｣や｢関心･意欲･態度｣などの情意的｢目

標｣と同一次元で扱うことの問題性を指摘し,両者の構造的な把捉の仕方について整理している｡

こうした,目標･内容論から演緯的に評価の対象を明らかにし,このうち学習者が判断可能な部分

を自己評価の対象(内容)として設定するという方略が考えられる｡

一方,高橋ら(1994)は体育授業の改善に役立つ客観的な授業評価法の開発を試みており,これ

を自己評価の立場から援用するという方途も考えられる｡だたし,高橋らによる授業評価法もその

確立過程を遡れば体育の目標･内容論と離れてパラダイムフリーに検討されてきたわけではない｡

従って前者と対立的なアプローチをとるものと理解するのは適当ではない｡ただ,高橋らの特徴は

学習者自身の内省によって測定可能な項目を厳選(信頼性や妥当性の高い項目を抽出)するという

実証的研究の成果を反映させている点にあり,そのこと自体に評価対象(内容)の客観化を目指す

上で重要な手続きを含んでいる｡以下に述べられる事例的研究において採用された自己評価項目の

設定には,高橋らの研究成果に負うところが大きい｡

Ⅲ.学習者の自己評価と教師による評価の一致度

自己評価活動の評価論的可能性について検討する最初の題材として,学習者の自己評価と教師に

よる評価がどの程度一致し得るのかについての実験的授業研究を取り上げることとする｡

1.実験条件

(1)被験者とクラスサイズ

Kl県Ⅰ町の小学校5年生女子6名(クラス構成員の全て).

(2)実験授業の内容と規模

｢マット運動｣の単元(7時間扱い).
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文部省小学校体育指導資料｢新しい学力観に立つ体育科の授業の工夫｣ 1995年　p.46に準拠.

ただし,めあて①を｢できる回り方で,ふつうのマットできれいに回る.くりかえしたり,級

み合わせて回ったりする｣,めあて②を｢場所を工夫してできそうな回り方に挑戦する.でき

るようになったら,ふつうのマットで挑戦する｣に置き換える.

(3)実験期間

1997年6月.

(4)自己評価の方法

予め作成した｢自己評価カード｣に被験者(学習者)自らが毎回の授業終了時(単元の1時

間目はオリエンテーションや技の達成状況の確認に当てられたため, 2-7時間目の計6回)

に記入.評価項目は高橋(1994, pp.233-237)を参考に武隈(1996b)が作成した11項目から

なる｢マット運動の自己評価票｣を採用.回答(自己評価)は最高を5点,最低′を1点,中立

点を3点とする5段階尺度. 11項目は以下の通り.

1)今日のマット運動の授業は楽しかったですか

2)自分にあっためあてでしたか

3)練習の進め方はよかったですか

4)自分のめあてに向かって何回も練習できましたか

5)せいいっぱい全力をつくせましたか

6) ｢あっ,わかった｣とか｢ああ,そうか｣と思うようなことがありましたか

7)友達と見合ったり,教え合ったりできましたか

8)学習資料を活用できましたか

9)安全に気をつけて練習できましたか

10)めあて①のでさばえ

11)めあて(彰のできばえ

(5)指導者(担任教師:教職歴13年目の34歳女性教師)による評価方法

全被験者(学習者) 6名について授業終了直後に自己評価項目と同一の11項目に同じ5段階

尺度で回答. 1時間当たりの延べ評価項目数は11項目× 6名の計66項目.これを毎時間繰り返

した.実験の目的から,言うまでもなく指導者は自己評価の結果を全く見ずに評価を行った.

(6)被験者(学習者)と指導者(教師)のコミュニケーション

指導者は学習者の自己評価票と自身の評価結果を充分に把握した上で,授業終了後,当日中

の任意の時間にその日の学習について話し合う時間をできるだけ確保した｡時間は概ね3-5

分であり,各評価項目に対する学習者の反応(回答)自体に対する討論は避け,授業中の学習

活動全般に関する討論を行った｡各評価項目レベルでの討論を避けたのは,そのことが,指導

者による評価の方向にそれ以降の自己評価結果を引き寄せる教示となる可能性をできるだけ回

避しようとしたためである｡なお,授業後に学習者と直接的にコミュニケートできなかった場
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合も,自己評価票に指導者がコメントを書き,少なくとも間接的なコミュニケーションは保証

されるようにした｡

2.分　　析

(1)評価活動を行った最初の2時間(2,3時間目)と最後の2時間(6,7時間目)の各項目

(11項目× 6名× 2時間=132項目)に対する学習者の自己評価と指導者による評価の完全一致

率,および準一致率を算出した｡ ｢完全一致率｣は延べ132項目に対する,学習者と教師による

5段階の回答(評価)が完全に一致した項目の比率, ｢準一致率｣は完全一致した項目数に,

両者の5段階の回答(評価)が± 1の範囲内にあった項目数を加え,延べ132項目に対するそ

の比率を算出したものである｡

(2)統計的分析は正規分布検定による比率の差の検定によった｡

3.結　　果

(1)完全一致率は最初の2時間が34.8%であり,最後の2時間では72.7%に上昇した｡両者の間

には0.1%水準で有意な差　Zo=6.676　が認められた｡

(2)準一致率は最初の2時間が75.8%であり,最後の2時間では93.2%に上昇した｡両者の間に

は0.1%水準で有意な差　Zo=4.024　が認められた｡

(3) 11の項目別に完全一致率を見ると, ｢自分にあっためあてだったか｣, ｢練習の進め方はよかっ

たか上｢『あっ,わかった』とか『ああ,そうか』と思うようなことがあったか｣, ｢学習資料

を活用できたか｣の4項目,すなわち思考･判断や認識に関わる項目(最後の2時間の平均完

全一致率:60.4%)は,他の項目(最後の2時間の平均完全一致率:79.8%　よりも5%水準

で有意に低い　Zo=2.335)という結果が得られた｡

(4) 75%以上の項目(11項目中8項目以上)で学習者の自己評価と指導者による評価が完全一致

したのは,最初の2時間が0名であり,最後の2時間では4名(66.7%)であった｡

最初の2時間　　　最後の2時間

図1学習者の自己評価と教師による評価の一致率

(5) 90%以上の項目(11項目中10

項目以上)で学習者の自己評価

と指導者による評価が準一致し

たのは,最初の2時間が2名

33.3%)であり,最後の2時

間では5名(83.3%　であった｡

以上の実験的授業研究の結果は,

次のことを示唆している｡

(1)授業後に学習者と教師が密度

の濃いコミュニケーションを成

立させることによって,両者の



武隈　晃･武隈順子:体育における学習評価に関する-一考察 61

評価を7割程度まで(｢一致｣の条件を多少緩和すれば9割程度まで)一致させることが可能

である｡

(2)今回の実験的授業研究は,かなり恵まれた条件の下で行われている｡それは次のようにまと

めることができる｡ 1)小規模校において編成された学級をそのまま被験者集団としており,

実験が行われた6月までに指導者(担任教師)は被験者(児童)を理解する多様な機会を既に

2カ月以上,持ち続けている｡2)学級構成員は6名のみであり,しかも全員同性である｡こ

の数は1人の指導者が充分に統制可能な範囲(span of control)にある｡ 3)実験授業の内容

は,個人的スポーツの｢マット運動｣であり,指導者による個々人の評価が比較的行いやすい

単元であった｡

逆に言えば,かなり好条件が整ったとしても,教師と学習者の評価を7割以上の項目に関し

て,および7割以上の学習者に対して一致させることには相当の困難が伴うということになる｡

(3)技術の習熟や学習者の情意的側面に比べて,思考･判断ないし認識に関わる学習者の自己評

価は教師が行う評価と乗離しやすい｡ただし,課題解決型の学習経験や,自己評価票を用いた

自己評価活動の機会を増加させることによって,そのズレを解消し得る可能性はある｡

Ⅳ.自己評価からみた授業の有効惟

第二の題材として,学習者による自己評価の結果を手がかりに,学習環境(いわゆる｢場づく

り｣)の工夫が授業の有効性に及ぼす影響について検討した実験的授業研究を取り上げる｡

1.実験条件

(1)被験者とクラスサイズ

K2県F市の小学校8校の5年生, 12クラス.児童数は各クラス30-35名.

(2)実験授業の内容と規模

｢バスケットボール｣の単元(いずれも12時間扱い).

文部省小学校体育指導資料｢指導計画の作成と学習指導｣ 1991年　pp.86-87に準拠.ただ

し, 1時間目｢オリエンテーション｣, 2　　時間目｢ねらい1｣　6-11時間目｢ねらい

2｣, 12時間目｢まとめ(教室での学習)｣.

(3)実験群の設定

A群:｢バスケットボール指導を得意とする教師が,ねらい1の4時間とねらい2の最初の2

時間を『トライアングルコート』で｣ (n=3).

B群:｢バスケットボール指導を得意とする教師が『通常のコート』で｣ (n-3).

C群:｢バスケットボール指導を得意としない教師が,ねらい1の4時間とねらい2の最初の

2時間を『トライアングルコート』で｣ (n=3).

D群:｢バスケットボール指導を得意としない教師が『通常のコート』で｣ n=3 .

なお,バスケットボール指導を得意とするかしないかについての判断は指導者(教師)の自己
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申告によるものとした.

(4)実験期間

1996年11月～12月.

(5)自己評価の方法

予め作成した｢自己評価カード｣に被験者(学習者)自らが毎回の授業終了時(単元の1時

間目はオリエンテーションに, 12時間目は教室でのまとめの学習に当てられたため, 2-11時

間目の計10回)に記入.評価項目は高橋(1994, pp.233-237)を参考に武隈(1996b)が作成

した11項目からなる｢ボール運動(球技)の自己評価票｣をバスケットボール用に語句を一部

改変して使用.回答(自己評価)は最高を5点,最低を1点,中立点を3点とする5段階尺

度. 11項目は以下の通り.

1.)今日のバスケットボールの授業は楽しかったですか

2)自分のチームにあっためあてでしたか

3)練習の進め方はよかったですか

4)チームのめあてに向かって繰り返し練習できましたか

5)せいいっぱい全力をつくせましたか

6)チ-ムで工夫した作戦をゲームでうまく実行することができましたか

7)友達と協力して練習できましたか

8)学習資料を活用できましたか

9)安全に気をつけて練習できましたか

10)個人技の習得

11)チームプレーの向上

2.分　　析

(1)学習者による自己評価得点はTスコアによって標準化され(全体の平均は50.0),相互に比

較検討した｡

(2)自己評価を行った最初の時間(単元の2時間日)のデータをA群･B群･C群･D群間で

比較したが(一要因分散分析), 4群間の異質性は認められなかった｡従って,単元開始時の

4群の同質性は保証されたものとして,以下の分析が成された｡

(3)分析には6-11時間目(｢ねらい2｣の段階)の6時間分のデータを用い(本稿では11項目

のうち　1),5),7),9),および6)の5項目を使用),条件による自己評価得点の差につい

て検定を行った｡

3.結　　果

(1)場づくり(トライアングルコートの採用･不採用)の違いによる学習者の自己評価得点の差

異は,関心･意欲･態度などの｢情意的側面｣においてよりも,作戟の有効性という｢認知的｣

側面において大きい｡
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(2)作戦の有効性という｢認知的｣側面に関わる自己評価得点はトライアングルコートを採周し

た群において有意に高いが,バスケットボール指導を得意としない教師において,その差異は

より顕著である｡

(3)関心･意欲･態度などの｢情意的側面｣においても,トライアングルコートを採用した群に

おいて自己評価得点は高い傾向にあったが,この場合バスケットボール指導を得意とするか否

かによる影響は認められなかった｡

以上の実験的授業研究の結果は,次のことを示唆している｡

(1)学習環境の工夫のように,学習活動の合理性や有効性を高めようとする様々な試みが成され

ているが,それはもちろんオールマイティではない｡そうした試みが何に対して有効で,何に

対しては有効でないのか,あるいはどのような条件下で奏功し,どのような条件下では奏功し

にくいのかという分析的な検討をするためには,学習者による自己評価情報が有効である｡

(2)学習環境を工夫することの必要性が, ｢場づくり｣という表現を通して,広く認識されるよ

うになった｡しかし,それぞれの有効性は条件適応的であり,過度に一般化することは避ける

べきであろう｡学習者の発達段階や学習経験などとの関連においてその有効性が検証されなけ

ればならないのは当然であるが,教師自身の特性(経験や専門性)もコンティンジェントな要

因として位置づける必要がある｡

(3)自己評価データは,これら以外にもいくつかの角度から分析が試みられた｡因子分析や主成

分分析を施すと,概ね三つ程度の独立した潜在因子(主成分)を析出することができる｡この

ことは自己評価項目の選定過程をみても明らかであるが,要因間の独立性を前提とした判断が
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必要なことを意味している｡同時に相互の関連性を学習者個人のレベルで慎重に吟味すること

の必要性を示している｡

V.自己評価の機能と可能惟

今回の実験的授業研究では,単元の終了時に,自己評価票を用いた自省的な学習活動を教師が指

導･支援していくタイプの学習スタイルについて,全ての学習者に感想を求めている｡被験者はい

ずれも,それまでこうしたスタイルでの本格的な学習活動の経験をそれ程もたない児童であった｡

当初は｢面倒だ｣, ｢運動以外に時間がかかる｣などの否定的意見が多く寄せられることを予想した

が,実際にはこの種の感想は極めて少なかった｡その主要な理由として1) 1時間目のオリエンテー

ションでこうしたスタイルを組み込んだ学習過程の意義について充分に説明したこと, 2)その際に,

自己評価票はあくまで自分の学習活動の過程と結果をできるだけ自分自身の視点でみることの必要

性を強調したこと, 3)予め目論んだことではあるが,こうしたスタイルをとることによって,指

導者(教師)と学習者(児童)間の直接的･間接的コミュニケーションの量と質が飛躍的に高まっ

たこと,等々が,結果的に学習活動に対する学習者の積極的な態度を引き出すことにつながった点

をあげることができる｡

第一の実験的授業研究の結果が示唆する通り,少なくとも小学校5年生の段階で学習者が求めて

いるのは,教師による評価それ自体というよりも,自己の学習活動を教師が注意深く受容的に見て

くれる｢視線｣にあるものと考えられる｡その際,学習者の活動を全般的に見ることもさることな

がら,評価の観点を定め,個別的に捉えること,でき得れば相互の関連性にも論及した教師一学習

者間のコミュニケーションが成立することが学習者の好意的なスタンスを生み出すものと考えられ

る｡

実験的授業の終了後に,授業を行った全ての教師に授業自体の成否について感想を求めたところ,

例外なくその内容は分析的であった｡すなわち, ｢あの工夫は良かった｣, ｢この指導の仕方は子ど

もに良く響いた｣, ｢この部分は改善の余地がある｣, ｢～に関する教材研究がどうしても必要だ｣等々

である｡これは自己評価票を介在させた授業スタイルがもたらすプラスの側面であろう｡

今回報告した実験的授業研究が示唆する｢自己評価活動｣の機能や評価論的可能性については次

のように要約することができる｡

(1)自己評価活動を介在させることによって,学習者の自省的な学習活動を引き出し,単元各時

間の学習指導の意図が学習者によって理解されやすくなり, ｢学習内容｣に関して意識的な学

習活動が展開される可能性が高まる｡

(2)自己評価活動を意図的に組織することによって,教師一学習者間の直接的･間接的コミュニ

ケーションの量と質が向上し,学習者のポジティブなスタンスを生成させやすい｡

(3)自己評価項目に関して学習者と教師が意味を共有することによって,教師が自らの指導活動

や授業展開をより分析的なレベルで洞察する具体的な手がかりを得ることができる｡
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Ⅵ.今後の課題

今回の成果は概ね以上のようにまとめられるが,問題がないわけではない｡第一に,今回はこの

事例的研究が再度検討される必要性や条件を統制して比較検討するという目的を考慮し,いわば標

準化された単元計画を用いた｡単元計画は,その教師の専門性やそれまでの指導･研究の成果が最

も強く反映されるべきものであるが,意図的な外部からのコントロール(実験者の意図)が及んだ

ことは否めない｡第二の実験的授業研究で採用した｢場づくり｣の方法についても同様である｡

第二に,なるべく通常の授業実践と大きな落差のない範囲での授業研究を意図したが,それでも

授業後に学習者との継続的な直接的コミュニケーションを求めるなど,授業実施者の負担は小さく

なかった｡これを日常的学習指導の範囲で実施可能な形態に移し変えていくためには,さらなる検

討が必要である｡

一方,研究上残された課題も多い｡第一に,今回は教師一学習者間のコミュニケーションに焦点

が当てられたが,学習者間のコミュニケーションに及ぼす影響についての検討が不可欠である｡こ

れまで｢相互評価｣という概念を用いて評価場面における学習者同士の関係性に目が向けられてき

た｡評価活動の客観性という観点からすれば,評価対象を自分自身に置くよりも他者に置く方が,

その判断は容易であるという側面も否定できない｡今後,自己と他者の評価をめぐって,どれだけ

意味あるコミュニケーションが確保され得るのかについて,個人的スポーツや集団的スポーツに代

表される運動の実施形態の違いも考慮に入れながら検討することが望まれる｡

第二に,自己評価項目自体の信頼性や妥当性についての再検討が求められる｡今回はその単元の

指導計画に準拠した評価項目を設定した｡従って二つの実験的授業研究で用いた自己評価票は異な

る｡高橋ら(1995)は様々な種目についての授業の有効性を相互に比較検討するという目的から,

全ての種目に適用できる評価項目を導き出しているが,今回はそのことよりも,学習者に,よりリ

アリティのある自己評価を行わせることを重視した｡しかしこのことは評価項目自体の信頼性や妥

当性を一定以上に保つことの必要性を免除するものではない｡かかる観点から,今回の実験的授業

研究の追試を前提とした評価データの蓄積が必要である｡

注

注1) ｢評価｣は特定の目的のために一定の基準に基づいて価値の判断をする広く社会に存在する行為であり,

｢教育評価｣は教育(主に学校教育)の目的のために成される価値判断に関わる行為と理解される｡この

うち,本稿では特に学習者の学習状況,すなわち学習の過程や成果に関わる評価を｢学習評価｣と表記し

ている｡体育における評価は,大きく,体育の｢学習評価｣ (子どもの体育学習に関わる過程と成果の評

価)と体育の｢経営評価｣ (体育を進めるための諸条件や体育経営目標の達成度に関わる評価)に区分さ

れる｡本稿では前者(体育の学習評価)について検討するが,文意によっては｢評価｣と表記する場合も

ある｡

注2)例えばイギリスのナショナルカリキュラムでは, 5歳から16歳を四つのステージに区分し,それぞれの目

標と教授内容が示されている｡日本の小学校高学年から中学生に相当する11歳から14歳(KeyStage 3)

の子どもには, 1 )特別な身体活動のための準備やその後の回復の方法, 2)短期間や長期に亘る運動が様々

な身体のシステムに及ぼす影響, 3)健康を確立し維持することにおける運動の役割,について教授するた
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めに,ゲーム,体操,ダンス,競技,野外活動および冒険的活動,水泳の六つの領域が設定されている｡

日本の学習指導要領が小学校･中学校･高等学校別に教科の目標とそれを受けた内容を種目レベルで示し

ているのと形態は近似している｡
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